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2018年度のNITE取組項目
◆ NITEは、電力安全に関する技術支援機関（TSO）として事故情報の整理・分析に関す
る支援業務を特に期待され、 2016年度より関連業務を開始

◆ 前年度以前よりの継続業務である、事故情報の分析（保安統計とりまとめ・重大事故報
告書［詳報］分析）・情報システム（詳報データベース）の進捗を報告

◆ あわせて、新たに実施する事故実機調査（資料２も参照）について紹介

取組項目

Ⅰ．事故情報の整理・分析
1. 電気保安統計のとりまとめ等
2. 重大事故（特に感電死傷）過年度比較

Ⅱ．NITEが行う技術支援
3. 詳報データベースの進捗
4. 事故実機調査業務の開始



Ⅰ ．事故情報の整理・分析
（保安統計・重大事故分析）
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１．電気保安統計とりまとめ等（2019年3月経済産業省HP公表）

◆ 2017年度（平成29年度）発生事故分について、引き続き、電気保安統計を作成
– 電力会社等の事業用電気工作物設置者からの事故数は、自然災害起因が増（主に、高圧配電線路）

– 自家用電気工作物設置者からの重大事故数は、自然災害起因が増（主に、太陽電池発電所）

◆ また、電気保安統計とりまとめや重大事故分析の知見を活かし、統計のもとである報告表の
改善案を経済産業省に提案（例：波及事故分析（昨年度電安小委報告）に基づく表改正）

• 自家用電気工作物の重大事故数集計に係る経済産業省内規は、2018年12月20日に改正

• 省令（電気関係報告規則）改正が必要な事業用電気工作物報告については、経済産業省が進める事業者等と
の調整に協力中

【参考】2017年度主な自然災害
・九州北部豪雨
・台風18,21,22号

事業用（重大事故以外も含む）

自家用（重大事故のみ）

増2,479件中大部分が、
高圧配電線路（架空）での
増2,445件（電線での風雨
起因事故が主）が影響
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２－１．重大事故件数の年度推移
◆ 2017年度（平成29年度）発生事故分についても、重大事故の分析を実施

2016年度より主要電気工作物破損事故が増大傾向だが、他事故も引き続き同程度

◆ 特に、死傷事故は過去含め横ばい状況

報告条件変更

死傷事故

電気火災事故

主要電気工作物の破損事故
（2016年度以降、対象要件拡大）

発電支障事故
（2016年度以降、項目追加）

供給支障事故
（2016年度以降、
自然災害起因事故対象外）

その他事故

➢ 2014年度以前の重大事故の件数について
は、経済産業省から提供された「電気事故報
告書管理システム」のデータ（個別の重大事
故を経済産業省が整理したデータ）を用いた。

➢ 2015年度以降の重大事故の件数について
は、経済産業省から提供された個別の詳報を
NITEが整理したデータを用いた。

➢ １件で複数事故要件該当の事故については、
電気関係報告規則での要件列挙の順で先
に出てくる要件[死傷事故が最上位]のみで
計上した（別件数として計上すべきとの議論
もあるが、過年度比較をするため、今回は従
前の計上ルールと合わせている。）。

➢ 追加報告や再度見直結果等により、過去年
度においても件数から変動しているものあり。

NITE分析
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２－２．死傷事故の過年度比較
◆ NITEが重大事故報告の整理・分析を開始して３年度分の情報が蓄積しているため、
現在、過年度比較（2015-2017年度発生事故）を実施中

◆ 今回、死傷事故の中でも継続的に7割超の割合となっている感電死傷事故について、
充電部状況（工作物側状況）・保護具状況（作業者側状況）という２つの観点から、
過年度比較概要を報告
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２－２．死傷事故の過年度比較（感電死傷－充電部状況）

◆ 感電死傷発生設備の充電部状況は、非保護状態で露出している部位が継続的に太宗

◆ 保護対策を改めて措置検討すること、あるいは、非保護箇所をよく把握しつつ作業を実施し
ていくことが、やはり事故対応には特に資する。
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アクリル板、端子カバー、保護
キャップ等で遮へいされていない

電気工作物に、
身体（装備含む）や工具等

道具が接触
等
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２－２．死傷事故の過年度比較（感電死傷－保護具状況）

◆ 感電死傷発生時の保護具状況は、装備していない場合が太宗

◆ 危険認識不足・確認不足によるものが原因であるため、
作業時の安全確認には念には念をいれた注意を払うことが大切

保護具なしの内訳
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慣れた作業であったため、
軽装のまま作業し感電

・
作業ついでに予定外の別作業
を十分な保護具なく実施し、

感電
等

ただし、過去3年中
の13件中の12件が、
死傷部位を保護す
るに足る保護具では
なかった。



Ⅱ ．NITEが行う技術支援
（詳報データベース構築・事故実機調査）
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３．詳報データベース構築の進捗状況
◆ 事故からより多くの教訓等を得るには、個々事故で分析が深まり、その情報が蓄積・適切に
水平展開されることが重要。その支援となるように詳報データベース構築を進めている所。

◆ 2020年度までを目処とした詳報データベースの構築は、順調に進捗中。
引き続き、各ユーザのメリットを意識しつつ順次調整の上で、構築を着実に進めていく。

本省、監督部、NITE

電子媒体

電気工作
物設置者

事業者等

発生した事故の内容に
合わせて、できるだけ簡
単に、漏れ抜けなく、必
要な事項を詳報に記載
できるようにする。

電子化した詳報の
内容を体系的に整
理、保存、共有で
きる。

結果の一部を外部に
公表する。

様々な観点から分析でき
るようデータを抽出、並
び替えできる。
自家用電気工作物集計
表の自動作成ができる。

詳報作成支援システム 詳報管理システム

詳報データ
を電子化し
て保存でき
る。

公表された
データを検索、
閲覧できる。

紙

詳報公表システム

NITEの構築する３システム（総称：詳報データベース）

（一体として構築）

（2018年度）昨年度構築したプ
ロトタイプ版の試用を受け、改修

（2019年度）初版公表
※必要な機能改善を順次行いつ
つ、以後継続的に運用していく。

（2018年度）構築開始

（2019年度）経済産業省によ
る試用を行い必要な機能改修を
実施する。また、公表方法につい
て関係者等調整を進める。



電気設備の
重大事故

or繋がりうる事故
依頼に応じNITEが

機器調査

調査報告書の
提出

機器ハード面で
原因究明に
苦慮する案件

４．事故実機調査業務の開始
◆ 重大事故発生数は横ばい傾向。
機器ハード面において、手段・余力等が無く原因不明でとどまっている事故報告が存在。

◆ 資料２にもある通り経済産業省からの要請を受け、事故実機調査が必要な案件につき、
事故原因の分析等の調査業務を開始する。

◆ この際、事業者自主保安という規制前提・業界状況・社会要請等に十分留意しつつ関係
者とよく協議し、電力安全の維持・向上に資するよう業務を実施していく。
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個別事故対応を着実に行うほか、調査を通じて判明した傾向や対策必要事項については、
個人情報等機微情報の取り扱りには厳に留意しつつ経済産業省や電力安全小委員会に適宜共有
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４．参：2018年度試行した区分開閉器調査等での例

X線透過装置による
残渣物の確認

電子顕微鏡や拡大鏡を
用いた観察

X線CT装置を
用いた観察

落雷による一部溶融


